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   開     議 

 

 

○蒲生光男議長 おはようございます。 

 これから本日の会議を開きます。 

 なお、13番、髙橋孝夫議員から、本日の一般

質問発言通告の取り下げと会議に欠席したい旨

の通告があり、許可いたしましたので、ご報告

いたします。よって、ただいまの出席議員は定

足数に達しております。 

 また、新野 潔副市長並びに鈴木 智消防主

幹から、本日の会議を欠席させてほしい旨の届

け出があり、許可いたしましたので、ご報告い

たします。 

 また、大道寺 信議員、梅津善之議員の質問

に際し、内谷重治市長から答弁説明資料として

パネルの持ち込みについて申請があり、許可い

たしましたので、ご報告いたします。 

 本日の会議は、配付しております議事日程第

３号をもって進めます。 

 

 

 日程第１ 市政一般に関する質問 

 

 

○蒲生光男議長 日程第１、市政一般に関する質

問を７日に引き続き行います。 

 それでは、順次ご指名いたします。 

 

 

 小関秀一議員の質問 

 

 

○蒲生光男議長 順位６番、議席番号５番、小関

秀一議員。 

  （５番小関秀一議員登壇） 

○５番 小関秀一議員 おはようございます。 

 市民生活の未来に向けた安全な生活のために

一般質問をさせていただきます。 

 猛暑の続いた夏も、秋祭りのイベント、各種

運動会などを境に実りの秋を迎えようとしてお

ります。自然、特に水に恵まれた当地区の環境

がいかに幸せな暮らしを育んでくれるのか、各

地で起こる災害を聞くにつけ、感謝のきわみで

ございます。未来に向けての大きな財産でもご

ざいます。 

 そうした市民の暮らしの背骨、さらにはへそ

とも言える行政の大綱、第５次の長井市総合計

画策定のため、長井市振興審議会が、第１回目

３月29日、新会長の山大の北川先生はじめ、18

名の委員でスタートされました。各界各層から

人選の中、特に私は前回会長を務められました

渡部秀一氏が委員になられたことも多少安堵感

を覚えました。 

 第４次策定時期の長井市の財政の厳しい中、

行財政改革を伴いながらの10年計画の策定は、

予想外の大変な作業だったと思います。しかし、

諮問された当時の目黒市長の決意も含め、改革

改善の10年の意義ある総合計画であったことを

改めて考えさせられます。 

 ゆえに総合計画に沿った行政運営が必要であ

り、実質公債費比率、当時27.7％から、市民の

協力で改革が進んだことも、筋の通った実施計

画が行われたことというふうに重要ポイントだ

と思っております。 

 そうした点で第５次に向けた議論の中で最も

大切なことは、総括。市長も８月１日、議会と

の協議会の場でもおっしゃったとおり、総論か

ら始まるのだろうというふうに考えます。事務

的な手順としては総括表に沿って各課ごとに関

係する個別計画、現状の進捗状況、成果と課題、

今後の方向性の作業を経て、それぞれ６本柱で

あったまちづくりの基本目標に沿って検証され、

新たな今後の10年の計画が策定されることを大
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いに期待申し上げるものです。 

 特に今般は総括に当たり、市長の所見をお尋

ねをいたします。 

 通告の第１点目、策定10年目に大きな課題と

見えなかった点についてお尋ねを申し上げます。

集中豪雨や地震対策、大雪、さらには３．11の

地震、大津波、原発事故の災害などを通しなが

ら、まず共助の精神で自主防災組織の育成が進

んでおりますが、運営費等の手助けが既存組織

には一切ありません。また、全国的にも少子化

に相まって空き家対策等が叫ばれている中、空

き家利活用、崩壊対策などの区分けはあります

が、条例制定の各市町村での進捗も踏まえ、検

討についての所見をお伺いいたします。 

 また、少子高齢化の市民生活の今後の10年の

総括をどうされるのか、お尋ねをしたいと思い

ます。 

 ２点目、産業基盤の変化、この10年、非常に

目まぐるしかったわけでありますけれども、総

括に当たり市長の所見をお伺いします。特に第

４次総合計画の大きな二つ目のテーマであった

雇用の創設の課題について触れていただければ

幸いでございます。 

 ３番目、４番目については関連いたしますの

で、将来に対する財政負担を考慮しながら、必

要な公的施設、社会資本について、例えばであ

りますが、８月10日のタスで行われた長井市中

心市街地活性化市民検討協議会という聞きなれ

ない説明会があったわけですが、私も出席させ

ていただきました。 

 市長からはその中で、ここ10年で長井市では

70から80億円の公共投資が予想されているとい

う発言がありました。これは第４次の計画の総

括による今後の対応という意味で、具体的な検

証と計画が今後進められての説明を市民にされ

たのか、お尋ねを申し上げます。 

 もし財政計画等の具体的なものがありました

らば、関係する課長さんからの補足もお願いを

申し上げます。 

 大きな二つ目でございます。2060年、約50年

すると長井市の市民は約半減するというふうに

も言われている中、世界的にはむしろ人口がふ

え、食料が不足し、エネルギー問題などの多面

に及ぶ課題が山積することが予想されます。 

 そうした今、誇れる田舎町、長井を発信する

には、まず自然、そして食料を基軸にした政策

がさらに必要だと感じます。具体的にはさまざ

まな政策が考えられますが、一つ目、レインボ

ープランの精神を目標に据える。しかも特に地

場産品の地産地消の運動は特に必要だというふ

うに考えます。例えばですが、米であっても長

井市の生産量15万俵のうち、市民１人平均年間

１俵を消費するということであれば、３万俵の

消費が地場で賄えます。また、果樹や野菜等の

現在の自給率の調査については不確かなものと

いうふうに聞いておりますが、この件もきちん

と検証しながら、市民への啓蒙が必要かと思い

ます。 

 レインボープラン構想から20年、プランの大

きな柱であります地産地消については、例えば

でありますが、コンポストセンターの老朽化、

農工商連携の交流で東京の大田や川崎との交流

を進めておりますけれども、さらに地元への啓

蒙をまず第一歩として展開する必要があると思

いますが、所見をお伺いします。 

 ２番、３番と関連しますので、新規就農につ

いては、特に支援事業については国の人・農地

プランで今年度から位置づけられましたが、申

請については長井市14経営体、17名が申請され

てるというふうにお聞きしておりますが、実際

の新規就農については21、22年、23年で約５名

の新しい農業者が生まれたというふうに聞いて

おります。統計は県内で200名を超えたという

ふうに報道されておりますけれども、５月現在、

長井市は実質の新規就農は何人ぐらい実績があ

るのか、これも農林課長にお尋ねを申し上げた
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いと思います。 

 さらに、現在は厳しい農業情勢というふうな

ことでありますけれども、現実、現場では女性

農業者が実際の農作業なり生産現場を担ってい

るというふうな実態が多くあります。具体的に

女性農業者に対する支援をさらに深めて、家族

農業なり今後の農業振興につなげる必要がある

と思いますが、計画等ありましたらお伺いを申

し上げます。 

 四つ目であります。今年度ようやく定住促進

に向けた事業が始まりました。まだ予算的には

単年度というふうなことでありますが、非常に

人口増加、３万人の復活を目指す点からも大事

な事業だというふうに思いますので、今後とも

この事業については多面的な対応が迫られると

いうふうに思います。 

 特に先ほど申し上げました空き家対策、しか

も離農された農家、農地も含めて横断的な行政

対応が、しかも継続的に行われることが肝心か

と思います。幸いレインボープランが多面的な

ネットワークづくりも含めて展開されておりま

すので、その辺と鑑みながら企画調整課長から

取り組みと具体的なものをお示し願えれば幸い

でございます。 

 以上、壇上からの質問にさせていただきます。

ご清聴ありがとうございました。（拍手） 

○蒲生光男議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 おはようございます。 

 小関秀一議員のご質問にお答えいたします。 

 議員からは大きく２点いただきましたが、質

問項目たくさんございますので、もし抜けてお

りましたら後ほどご指摘をいただきたいという

ふうに思います。 

 まず最初に、第４次長井市総合計画の総括に

ついてでございますが、現在まちづくりの基礎

となっております第４次総合計画は、平成16年

度から平成25年度までの10年間の計画であるこ

とはご承知のとおりでございます。私も策定し

たのが15年ころですけれども、市会議員をさせ

ていただいておりましたので、いろいろ総合計

画については質問させていただきました。議員

おっしゃるように、まず一番大切なことは前計

画の総括をしっかりとしながら、次の新しい計

画に総括を生かすという視点が重要だというふ

うなことは、議員ご指摘のとおりでございます。 

 第４次総合計画は、ご案内のとおり、市の将

来像を「協働・創造・未来の鼓動 実感“なが

い”」としておりまして、六つの基本目標、そ

の下に主要施策として22本を定めております。

現在この22の主要施策について総括を行ってい

るところです。 

 私の第４次総合計画の、自分の概念っていい

ますか、これは協働という新しい行政運営ある

いはまちづくりの考え方を総合計画に反映させ

たものというふうに思っております。協働とい

う考え方は私の知ってる範囲ですと、平成10年

ぐらいから大分注目されまして、特にＮＰＯの

法人化を認めていこうという国の流れがあって、

その中からいわゆる行政だけではなくて、市民

あるいは企業、団体、皆様と一緒に行政が三位

一体でまちづくりをしていかなければ、これか

ら市民の幸せはあり得ないというような基本的

な考え方があったんだと思ってます。 

 総括の方法についてでございますが、現在、

振興審議会のほうに四つの専門部会を設置いた

しまして、第１回目は８月27日から９月３日ま

で開催し、審議しております。専門部会は総務

専門部会、産業・建設専門部会、厚生専門部会、

文教専門部会の四つの部会で協議しております。

庁内各課で総括した素案を説明し、それぞれ委

員の皆様からご意見いただき、やりとりをしな

がら総括をしていくという方法で行っておりま

す。この総括はことしの12月末ぐらいまでかか

る見込みでございますが、行政の独断にならな

いよう、審議会のご意見をお聞きしながら、し

っかりと総括を行いたいと考えております。 
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 次に、２点目の自主防災組織に対する補助で

ございますけれども、議員からは空き家対策の

お話もございました。まず最初に、県内35市町

村の自主防災組織の状況でございますが、13市

町村、約３分の１の市町村が組織率が100％と

なっております。長井市でも近い将来、完全組

織化、100％を目指していくということが喫緊

の課題と考えており、そのためには新規立ち上

げの組織に対するてこ入れがまず最優先と考え

ております。山形県の市町村総合支援事業費補

助金というのがことしさらに充実されまして、

その活用を図り、組織率の向上を目指してまい

りたいと考えております。既存組織の補助につ

いては次のステップというふうに考えており、

自主防災組織連絡協議会でのご意見などを参考

に検討してまいりたいと。おっしゃるように、

今まである自主防災組織もあるとはいえ、まだ

具体的な取り決めあるいは資機材等々が十分で

ないという団体がほとんどであるというふうに

認識しておりますので、今後できるだけ早く検

討してまいりたいと思います。 

 次に、空き家の対策でございますけれども、

老朽化して危険な空き家についてでございます

が、これは基本的に個人の財産あるいは問題に

なっている空き工場などは一部企業であったり、

あるいは生産団体のものだったりしております。

管理については費用負担も含め、所有者の自己

責任での対応が原則でございます。倒壊や屋根

の雪による被害が隣家に及ぶような場合は、基

本的には隣同士の協議で解決すべき事案となっ

ておりますが、屋根から落ちた雪で子供が死亡

したため、家屋の所有者の損害賠償を認めた判

例などもございます。 

 こうした一方で、所有者が定かでない老朽危

険空き家などは市役所で解決してほしいという

市民の声もございまして、県内の自治体でも対

応に苦慮していることから、山形県では県庁内

の関係部署と市町村による検討会議を開催して

おります。長井市でも会議に参加いたしまして、

有効な方策の検討を行っております。また、市

役所内部でも副市長をトップに、庁内の関係各

課による検討会議を実施しているところでござ

います。 

 ご質問いただいた条例の制定については、こ

れらの会議の中で検討してまいりたいと考えて

おりますが、なかなか難しい部分がございまし

て、山形県のほうで大体10月ぐらいに方向性を

定めたいということなものですから、同じその

時期あたりをめどに具体的な検討に入ってまい

りたいと思います。 

 また、利活用が可能な空き家については、交

流、移住、定住の視点から、今年度、企画調整

課がふるさと交流定住事業を認定いただきまし

て、宅建業界の皆さんのご協力をいただきなが

ら、検討を始めているところです。 

 次に、安全な市民生活のための施策はどう進

んだかということですが、先ほどの空き家対策

あるいは自主防災組織等々についても、正直な

ところ第４次総合計画の中では、まさか東日本

大震災のような極めて厳しい悲惨な状況の災害

が起きるということの想定がされておりません

でした。 

 そんなことから長井市の場合は震災後、ご指

摘がありましたように、防災連絡関係、防災無

線等の整備が遅れていたということで、これは

第４次総合計画の中でも具体的には余り触れら

れてなかった分だと思っております。もちろん

柱の中には入ってますが、具体的にいついつど

ういう事業で何をやっていくんだというところ

がやっぱり主要施策の中でもうたわれていませ

ん。 

 そのため私も非常に危機意識を持っておりま

して、実は皆様にもご案内のとおり、総合防災

計画の見直しを、震災前に取りかかっておりま

した。そんなことで新たな総合防災計画につい

てはほかの市町村に先駆けて、非常に総合的な、
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なおかつ内容的には充実したものだと思ってお

ります。また、災害の防災無線関係も遅ればせ

ながら行った結果、置賜の中でも非常にいい状

況までなりつつあるのかなと思っております。 

 少子高齢化の市民生活についてでございます

が、基本目標に、個人が輝き合い、安心して暮

らせるまちがございまして、主要施策のいきい

きと暮らすことができる福祉と健康のまちづく

りと安心・安全のまちづくりの中で検討してお

ります。 

 少子高齢化の社会を考えてみますと、人口減

少社会の中で、支える側の現役世代が減少し、

支えられる側の高齢者が増加する構造となって

おりますが、長寿化に伴って高齢者の単身世帯

や高齢夫婦のみの世帯が確実に増加することに

なってまいりますし、元気な高齢者だけでなく、

認知症や寝たきり高齢者も増加する社会となっ

てまいります。 

 このためいきいきと暮らすことができる福祉

と健康のまちづくりに対しましては、介護予防

の観点から高齢者実態調査、２次予防事業ある

いはサロン事業の拡大を推進してまいりました。

安全・安心のまちづくりに対しましては、災害

時要援護者避難支援プランを策定し、要援護者

を地域全体で支援する体制を整備いたしました。

平成22年度から登録を開始しまして、現在300

名の要援護者が登録されておりますが、今後こ

の制度をさらに拡充するとともに、災害時のみ

ならず、通常の在宅での市民生活においても高

齢者を地域で支える体制の構築が必要であると

考えています。 

 また、増加する単身や高齢者世帯、あるいは

認知症高齢者への対応としましては、地域で支

えていくための仕組みづくりが課題でございま

す。課題解決の第一歩として認知症施策として

今議会の補正予算に市町村認知症施策総合事業

を新規計上させていただき、認知症の皆さんを

地域で支える体制の整備を検討することとして

おります。 

 次に、農業振興、産業全般について、今ある

生産企業を維持する視点が必要なのではないか

ということでございますが、第４次総合計画で

最重要課題とされた項目は協働によるまちづく

りと、もう一つがやはり産業の振興です。例え

ば農業と工業の視点での現在の部分的総括では、

農業振興については主要施策を安全安心でおい

しい農作物づくりと地域営農の確立による農業

のまちづくりとし、圃場整備等の農業生産基盤

の整備により農地の大規模化、集約化を段階的

に進め、さらに農業経営の各種支援、例えば国

による戸別補償制度等を持続して行ってきたこ

とにより、一定程度の生産基盤の強化と経営の

安定化が図られているかとは思います。しかし、

まだまだ課題は山積みでございます。 

 また、工業部門につきましては、受注開拓と

産業人の育成・活用、企業による工業のまちづ

くりを主要施策として、受注拡大の取り組み、

ものづくり人材創出事業、異業種交流などを展

開してまいりました。 

 一方で第４次総合計画では出ていなかった概

念ですが、施政方針で述べているとおり、外に

頼るだけではなく、市内約300社の製造業を中

心とした企業の受注拡大を目指すため、商工会

議所、企業、市役所一丸となった体制づくりを

強化し、いわゆるエコノミックガーデニングの

手法で業績を向上させ、雇用を創出するという

方法を駆使していくことが重要だと思っており

ます。これからは、議員からもご指摘のあった

今ある生産企業を大切にして維持していくとい

う事業の展開として考えられると思っておりま

す。 

 次に、個別の計画を練る団体に過去、現状を

検証し、将来を見据えた投資をどう行ってきた

かと、今後どう行っていくか重要であると。議

員からは８月10日の中心市街地活性化市民検討

協議会での説明では、今後、市で計画したい投
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資額は70億円から80億円という話があった。優

先順位等も含め各投資計画を練って示してから

着手すべきではないかということでございます

が、基本的に第４次総合計画の際は、行財政改

革をまず進めながら健全財政を目指していくん

だという視点から、投資的経費は年間６億円か

ら８億円ぐらいというふうにずっと経営してや

ってきたと思っております。したがいまして、

第４次総合計画ではきちっと数字を検証してる

わけでございませんが、60億円から80億円ぐら

いの間で投資してきたと思っております。 

 これは市民の皆様から要望のある道路、生活

環境整備はもちろんのこと、学校の耐震化ある

いは大規模改修、あるいはスポーツ文化施設、

またさまざまな新たな施設等の整備ということ

だと思いますが、私が申し上げましたのは、第

５次総合計画で恐らく今現在10億円から12億円

ぐらいの年間の投資的経費で考えてございます

ので、10年間では100億円から120億円ぐらいの

投資的経費、これは主に公共事業となるわけで

すが、が必要と思われます。その中で中心市街

地関連でいろいろ考えられるのは70億円から80

億円ぐらいではないのかということを申し上げ

たわけでございまして、積み上げた数字ではご

ざいません。もちろんこれらは第５次総合計画

の中でこれは基本計画ですから、具体的な数字

は示しませんが、その後の主要施策の中で第５

次総合計画では示すべきじゃないのかなという

ふうに思っております。 

 大体以上が総合計画に関する答弁でございま

すが、今までの例えば第１次総合計画から第４

次総合計画までそれぞれいろいろ特徴があった

と思います。特に第１次、最初の計画のときは

相当市民の皆様からいろんな意見をいただいて、

計画に反映してきたということがありました。

しかし、２次、３次、４次については、やはり

具体的な国の流れの中で長井市としてどうある

べきかという基本理念を市民の皆様から振興審

議会を含め検討いただいて、その中である程度

庁舎内のスタッフが一生懸命市民のあるいは団

体の意向を聞きながらつくってきたと思ってい

ます。 

 今回の第５次総合計画は財政再建があけたと

いうことから、これからどうするかというとこ

ろを少し長いスパンを見てこれからの10年を考

えていきたいと思っております。そのためにか

なり手間のかかる作業ですが、２年前からスタ

ートしたというのは今まで余りなかったんでは

ないかと思いますし、地域計画、これをつくる

のも初めてでありますので、そういった意味で

は多少混乱があるかと思いますが、やはり重要

なこれから長井市の未来づくりの柱だと思って

おりますんで、今後ともよろしくご指導いただ

きたいと思います。 

 次に、食と農を市政の重点施策にということ

でございますが、まず、市町村ごとの農業産出

額でございますが、平成18年までの数字しか公

表されておりませんが、その内容で申し上げま

すと、平成18年の農業産出額は長井市の場合、

46億2,000万円、うち米が57％を占めておりま

す。野菜、果実、花卉で24％、畜産が13％とな

っております。しかし、地域経済を考える場合、

農業産出額だけであらわすことのできない大き

な役割があると思ってます。また、観光振興か

ら考えても長井市の景観、自然環境が大きなポ

テンシャルを占めていると考えられますし、議

員もご指摘のように、豊富な水等々、自然景観

や環境を守る上で大きな役割を果たしているの

が農林業だと思っております。 

 そんな意味でも農業振興策は大きな柱でござ

います。これからは産出額の57％を占める米だ

けではなく、園芸と畜産の振興が改めて重要で

あるというふうに思っております。特に新規就

農者では園芸や畜産に取り組む人がふえている

ことから、園芸などの取り組みについて国、県

の補助事業を紹介しながら振興を図っていきた
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いと思います。これまでの農業施策は財政状況

などから、国、県の補助事業を中心に行ってま

いりました。今後は関係の皆さんのご意見をい

ただきながら、長井市独自の農業支援策も検討

していかなければならないと考えております。

特に青年就農給付金創設に伴って増加している

新規就農者に対しての支援や、レインボープラ

ンの認証制度、レインボープランの里認証制度

の一層の充実を図るための施策を検討してまい

ります。 

 レインボープランは議員からもありましたよ

うに、長井市のまちづくりの根幹をなすもので

ございますが、産業振興の面ではその考えが必

ずしも生かされていません。この点についても

大きな課題として認識しております。 

 大体私のほうからは以上でございますが、詳

しいことは農林課長のほうからもあるようでご

ざいますんで、長々としないでこのぐらいにさ

せていただきたいと思いますけれども、金曜日

の学校給食共同調理場の質問でも赤間議員のご

質問に対してお答えいたしましたが、地産地消

に対するＰＲっていうのは、例えば虹の駅がで

きてから、あるいは菜なポートで市内のいろん

な団体、農業者の皆さんから参加いただいて地

産地消を進めてきたということは、大変ありが

たいことですし、これも農家からの協力がない

とできなかったわけですけども、そういった意

味ではもっともっと市民にＰＲし、地元産の農

産物を食していただくようにお願いしていきた

いと、啓蒙を進めたいと思っております。 

 以上、私のほうはこれで答弁を終わらせてい

ただきますが、今後ともよろしくお願い申し上

げます。 

○蒲生光男議長 遠藤健司企画調整課長。 

○遠藤健司企画調整課長 小関秀一議員のご質問

にお答え申し上げます。 

 先ほど市長の答弁にもありましたとおり、今

年度、企画調整課でふるさと交流定住事業に取

り組んでおります。空き家情報の集約、発信な

どは今月中にインターネット上で開始をしたい

と考えております。また、離農された方の空き

家情報などは職員が各地区の公民館などお邪魔

して情報提供をいただいてるという状況でござ

います。 

 ９月22日、23日に古代の丘で開催される「ぼ

くらの文楽」では、出張市役所というブースを

いただきまして、職員が２日ほど長井市の情報

も発信していきたいというふうに考えておりま

す。 

 ご質問にありましたとおり、レインボープラ

ン、これまで市民の皆さんと推進協議会の方々

のご協力、ご理解またご尽力で地域循環システ

ムというものをつくり出して、食と農の観点か

ら命を未来につなぐ取り組みとして着実な成果

を上げてまいりました。この理念や取り組みの

成果を定住促進に結びつけていく視点は重要だ

というふうに認識しております。 

 近年これまで以上に食の安全、あるいは自分

らしい生き方が見直されてるというふうに言わ

れておりますが、言いかえれば地方での生活が

見直されているということも思います。そこで

レインボープランの理念が根づく長井市であれ

ばこそ安心して暮らせるというＰＲを行うこと

は有効だというふうに考えています。 

 小関秀一議員がご指摘のとおり、長井市には

レインボープランの視察や研究のため国内外か

ら多くの方がいらっしゃっております。23年度

は団体、個人合わせて28団体、608名、平成９

年度から集計できる件数、人数を拾ってみます

と、延べ2,286件、３万人以上の方が長井市に

おいでになってレインボープラン推進協議会の

ほうで視察の対応をいただいております。 

 また、レインボープランについては賛同して

くださる方も市外にたくさんいらっしゃいます。

こうしたこれまで培ってきたネットワークを生

かす方策も、レインボープランの推進協議会と
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相談させていただきながら、長井市への定住促

進をＰＲするということもしてはと考えており

ます。ほかにも長井ファンクラブ、ふるさと応

援大使の協力のもとでおつき合いのある大田区

のダイシン百貨店や商店街での朝市の場で、首

都圏の在住者に田舎暮らしの意向調査を行いた

いと思います。この調査によってまずはニーズ

の調査を行います。その際はレインボープラン

を紹介させていただきながら、加えて例えば年

齢層の意向なども把握して、高齢なら高齢の方

なり、若者なら若者なりの心配、期待などを把

握したいというふうに考えております。その後、

具体策を庁内の各課、市内の各団体の皆様とと

もに検討していきたいというふうに考えており

ます。以上でございます。 

○蒲生光男議長 那須宗一農林課長。 

○那須宗一農林課長 小関秀一議員のご質問にお

答えを申し上げます。 

 まず、市内の食材の自給率向上をというご質

問でございましたけれども、先日もお答えいた

しましたけれども、カロリーベースでの自給率

については山形県は平成22年で138％というふ

うになっております。米については自給率が

513％という数字でございますが、米を除いた

自給率は22％というふうな低い水準になってお

ります。こういった山形県の動向は本市でもほ

ぼ同じなのではないかなというふうに考えてお

ります。 

 例えば米を考えますと、平成24年度の米の生

産配分数量が１万895トンでございました。平

成21年の１人当たり米消費量の全国平均という

のは58.5キログラムになっております。これに

長井市の人口約２万9,000人を掛けますと、長

井市の米の必要量は1,690トンほどということ

ですから、相当余裕があって外に出ていってる

んだなというようなことがわかると思います。 

 ただ、野菜、果樹等については決して高いわ

けではございませんので、この部分のてこ入れ

が必要になってくるというふうに思ってます。

ただ、市民直売所の開設や菜なポートの開設、

愛菜館などの売り上げを見ますと、そのぐらい

市民の購買の動きが地場ものに向かっていると

いうことでございますので、そういった面をこ

れからもてこ入れをしていかなければならない

のではないかなというふうに考えているところ

でございます。 

 続いて、新規就農者への独自の対応策はとい

うふうなことでございますが、新規就農者への

直接的な指導につきましては、県の農業技術普

及課が中心となって行っているわけです。市と

いたしましては、いろんな補助事業、メニュー

がございますので、それを活用した施設整備や

農業機械の整備の面で支援を行っているところ

でございます。 

 その他、県の金融支援として就農施設等資金

がございますので、そういった部分についても

活用されておるようでございます。また、青年

就農給付金など国の手厚い制度が大変ことしか

ら充実してまいりましたので、その中身の制度

について積極的にご紹介申し上げて、ご利用い

ただくようにしてまいりたいというふうに考え

てるところでございます。 

 先ほど議員からもありましたけれども、本市

の新規就農者数でございますが、農業技術普及

課の調査を見ますと平成21年度が４名、22年度

が２名、23年度が１名というふうになっており

ます。本年度は大変ふえているわけでございま

すが、青年就農給付金の総支出状況を見ますと、

申請書を実際に提出して審査を受けている方が

現時点で３人と１組の夫婦、あと申請書を準備

している方がお一人、あとこれから申請書を作

成する方がお二人と１組のご夫婦というふうに

なっているところでございます。いずれの方も

人・農地プランに位置づけられておりますので、

これらの方々について市といたしましてもお話

をお聞きして、ぜひ受けられるようなことにし
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てまいりたいと思ってます。 

 ただ、人・農地プランに位置づけられている

方でも私どものほうの意向調査に回答がない方

もいらっしゃるというようなことで、そういっ

た方については個別に問い合わせを行ってでき

る限り制度をご利用いただけるようにしてまい

りたいと思っております。 

 続いて、女性農業者への支援についてという

ご質問でございましたけれども、女性農業者の

方々に対して直接的な支援をするような施策は

講じてまいりませんでした。今後は農業施策の

大きな柱となります６次産業化の取り組みとい

う部分を考えますと、女性の方の力が大変大き

くなりますので、先進事例などを参考にいたし

ながらどのような支援策が考えられるか、関係

機関のご意見をいただきながら検討してまいり

たいというふうに考えているところでございま

す。以上でございます。 

○蒲生光男議長 ５番、小関秀一議員。 

○５番 小関秀一議員 回答ありがとうございま

した。 

 まず、第５次総合計画について市長から詳し

く、ちょっと質問の項目も多かったわけですが、

丁寧にお答えをいただきましたが、まだ振興審

議会については検討途中ということでしょうし、

ことしの12月までとりあえず総括だけは終わす

という話がありましたので、総括を踏まえて新

しいこれからの10年の長井市の骨格をつくって

いただければなという期待を現時点ではするわ

けですが、例えばですが、総合計画が語られる

ときずうっと今まで行革、財政が苦しいとかと

いう、特に第４次の場合はそういう流れがあっ

て、市民も我慢してきた。あと職員も無駄を、

当然無駄は悪いわけですが、無駄をしないよう

にとか、職員も減らしてというふうな流れの中

で、市民全体が行革疲れになってんでねえかな

という嫌いもなきにしもあらずだなというふう

に思います。 

 これからの10年については、じゃあ、やりた

いことを、財政も少しかつてよりは穏やかにな

ったので、したいことされるんでねえかという

ふうな思いは多少感じられますが、やっぱりテ

ーマに掲げております３万人復活っていうのは、

これ期待をするというふうなことでいろいろな

事業展開はわかりますが、これから10年でどこ

まで人口減少が進むのかということもきちんと

データとして目標設定をしながら、行政運営は

進めなんなねべなというふうに私は思います。 

 第４次の場合だとちょうど平成25年に２万

9,500という目標数値、大体大まかに言うと、

目標値設定のとおりの人口にもう減ってきたと

いうことであります。３万人復活は夢というか、

希望ではありますけれども、これから10年、長

井市の人口が、50年たつと半減なんていう数字

は言われておりますが、市長はその辺の人口に

ついて、これからの10年でどういう考えを持っ

ておられるのか、再度ちょっとお尋ねをしたい

んですが。 

○蒲生光男議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えいたします。 

 第４次総合計画から具体的な人口の予測を、

マイナス減少ですけども、それを明示していこ

うということだったというふうに記憶しており

ます。それまでは目標人口を例えば４万人です

とか５万人を目指すんだとかということをして

おります。例えば水道事業なんかも人口５万人

の給水の能力を持っております。そんなことか

ら、いや、そんな無理をしないで、これからは

どうせ人口が減るんだからこの程度でいいんじ

ゃないですかという考え方もあります。しかし、

あるべき姿ということを我々は予想するんじゃ

ないんですよね。例えば総合計画は将来10年後

こうなるだろうということを予想して、それに

合った計画をつくるのはもちろん一つあるわけ

ですけども、マイナスの予想については何とか

そうならないように手だてを打っていくという
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ことも必要だと思ってます。 

 今回、私のほうからも、あるいは振興審議会

でも３万人復活をどうするかということは申し

上げておりませんし、まだ議論しておりません。

３万人復活という旗を掲げなくてもいいという

考え方ももちろんあるわけで、現実的にはそん

なに甘いものじゃないと思います。しかし、行

革疲れでこれからはあんまり気にしないでやっ

ていこうという、そういうものでもない。必要

なものを、今まで我慢してきたものをどういう

ふうにしますかと。しかし、今ある施設を、先

ほど公共投資の部分は少し省略させていただい

て、財政課長あたりから答弁させたほうがよろ

しいですか。いいですか。時間がありませんの

で、その辺省略させていただきますが、結局必

要なもの、新たな必要なものっていうのは時代

の要請であるわけですね。それはそれで必要だ

ろうと。しかし、今ある公共施設の長寿化も必

要だということなども踏まえてどうするかとい

う考え方が必要だと思ってます。 

○蒲生光男議長 ５番、小関秀一議員。 

○５番 小関秀一議員 今、市長から伺いました

これからの10年のいわゆる施策の主眼について

はお伺いしたわけですが、それとあわせてさっ

きの市長からあった中心市街地についてのほか、

今後10年について100から120億円公共投資が考

えられるということについては、後々具体的な

数字をお聞かせいただきながら、きちんと私ら

も総論の部分も含めて議論する必要があんなべ

なというふうに思います。それは賛成反対じゃ

なくて、例えば優先順位の問題とか、さまざま

な観点から議論しながら、ぜひこれからの10年

の計画づくりに意見なり市民の考え方を踏まえ

ていければなというふうに思ってるところであ

ります。 

 少しちょっとこまいところに触れさせていた

だきますけれども、財政の部分もちょっと関係

あるわけですが、赤間議員とあと昨年の９月の

梅津善之議員からも児童センターの給食につい

て質問があった折、市長からは、あともう１点

です。行財政改革推進委員会の中でも市長の言

葉で、ことしの夏休み以降に最低でも児童セン

ターの給食については検討に入るという話をお

伺いしております。これについてはいわゆる少

子化対策で保育時間の延長なりもあわせて市長

が取り組んでこられた対策の柱だなというふう

には思いますけれども、給食についてはいろん

なところで春先あたりまではきちんと明言をさ

れておったわけですが、そこの部分についてど

うなっているのか。今後の計画、財政も含めて

大変な予算も必要だというふうなことを金曜日

もお話あったわけですが、具体的な回答あれば

お願いを申し上げます。 

○蒲生光男議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えいたします。 

 長井市の児童センターの給食ということだと

思いますが、これについては、保育園に入園し

たいという保護者の方が非常にふえておりまし

て、児童センターの定員の半分ぐらいしか入ら

ないという実態が出てまいりました。これは少

子化対策というよりも、やはり子育てのための

就労環境の変化とか経済状況の厳しさにより、

児童センターでも給食を出してほしいという保

護者がふえたということから、昨年から検討を

始めてきたところです。 

 ただ、具体的にじゃあ、保護者の皆さんとい

ろいろ話ししましたところ、例えば民間でつく

られた弁当を配ると、それはできるだけ避けて

ほしいという保護者の要望等があったと。そん

なことから、まず最初は、自校では無理ですか

ら、学校給食共同調理場もちょっとキャパがな

いということで、いろいろ検討したんですが、

設備投資で相当お金がかかる、直営でやった場

合ですね。業者さんに業務を民間委託したとし

ても、施設の整備でお金がかかるということか

ら、弁当の給食を提案したんですが、なかなか
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それは難しいということで、今、改めて保護者

の皆さんには、夏以降に実施したかったもので

すが、諸事情から、皆様のご意見からも、それ

を尊重して、少し時間を下さいということで、

来年度あたりからはできるだけスタートできる

ように、今、再度見直しを行っているところで

ございます。 

○蒲生光男議長 ５番、小関秀一議員。 

○５番 小関秀一議員 ことしの３月の、梅津善

之議員は昨年の９月に質問しての回答だったわ

けですが、３月15日の行財政改革推進委員会の

折も、９月からは児童センターごとに保護者の

意向に沿って、業者委託による給食を実施する

予定でありますというふうに明言されておるわ

けです。ですので、これについては、今、市長

からあったように、保護者との話し合いの中で

足踏みしったというふうなことであれば、私は

その意見については大事に、じゃあもし具体的

な保護者との話し合い等行われた経過ありまし

たらば、市長から振っていただければありがた

いと思います。 

○蒲生光男議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 この件については、全く予定し

てなかったご質問なので、子育て支援課長から

答弁いたさせます。 

○蒲生光男議長 種村正一子育て支援課長。 

○種村正一子育て支援課長 小関秀一議員のご質

問にお答えします。 

 保護者との児童センターの給食の提供につい

ては、２月に一度打ち合わせをして、あと７月

に今年度の役員の方と話し合いを持たせていた

だいております。あと、あす、また６時半から

ということで、市役所の委員会室をお借りして

打ち合わせをすることにしておりますけども、

経過につきましては、昨年度の保護者の方との

話し合いの中では、特に給食方式、食缶方式で

という意見、すごく強かったわけですが、７月

の今年度の役員の方とちょっとお話をさせてい

ただいた……。 

○蒲生光男議長 課長、もう少し大きい声で答弁

してください。 

○種村正一子育て支援課長 市のほうの考えとし

ては、先ほど市長もお話ししましたけども、学

校給食共同調理場ではちょっと提供が難しいと

いうことで、既存の児童センターを改修して調

理室等を設置して、食缶方式で配送をするとい

うようなことも、保護者の方に７月提案をさせ

ていただきました。ですが、保護者の意見とし

て、今現在の西根児童センターで、保護者会の

ほうで弁当方式で提供してるというのもなかな

かいい方式だというようなこともお話がござい

まして、あすの保護者会との話し合いでは、給

食、弁当方式というようなことも検討するとい

うような前提で、あす、話し合いもする予定で

す。 

 ただ、もう一方で、先ほどから出ております

地産地消あるいは地域の安全な食の提供という

ような視点から考えますと、食缶方式あるいは

１カ所の児童センターでの給食の提供というこ

とも、今後、保護者と話し合って検討を進めて

いきたいというところの状況です。ありがとう

ございます。 

○蒲生光男議長 ５番、小関秀一議員。 

○５番 小関秀一議員 保護者との話し合いの中

で、今後、来年度に向けてという、今もう既に

９月ですので、来年度へ向けてということで検

討をされればなというふうに思います。 

 もう１点、総合計画のあり方について、今、

るる市長からあった、10年計画というのが長井

市の行政のいわゆる背骨の部分だというふうに

思うとき、さまざまな振興計画であったり実施

計画であったりというふうなものとの整合性に

ついて、年度がずれるというふうなことについ

ても、非常に難しい問題だべなというふうに思

うところです。 

 つまり、観光振興計画については、既にスタ
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ート始まって、今年度中にもう結論を出すと、

策定を終わらすというふうに報じられておりま

すけれども、10年先を見据えた総合計画という

のは、ことしと来年、２年かけて26年からだと

いうことになりますと、これは、観光に限って

いえば例えばの話ですが、そういう期ズレなり

整合性をどういうふうにとっていくのかなとい

うふうなことが非常に総合計画の難しさであっ

たりするわけです。だと私は思います。ですの

で、その辺のところの市長のお考えと、もう１

点だけ、例えばですが、ほかの市町村でも全国

的に進められてる、首長のいわゆるマニフェス

トとか政策提言を実現するためにというふうな

言葉、もう一つの意味合いあると思いますが、

基本、総合計画については４年単位の、４年で

は短過ぎるから、４掛けるの倍数で８年とか12

年の総合計画をつくられてる市町村もあるとい

うふうに聞いております。 

 ですので、その辺の総合計画についての考え

方と振興計画等の兼ね合いについて、市長から

お考えをお尋ね申し上げます。 

○蒲生光男議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えいたします。 

 観光振興計画についてのご質問、ちょっと趣

旨がよくわからなかったんで、ピントがずれる

かもしれませんが、観光振興計画というのは、

将来の長井市の観光どうするかということで、

ことし策定予定です。それを10年計画に生かそ

うということです。あと、中心市街地の活性化

基本計画については、時間がかかりますので、

方向性だけを10年計画の中に入れるべきではな

いのかなと思っております。 

 もう一つ、マニフェストといいますか、選挙

公約的なものを総合計画に反映させる手法とい

うのは一つあるかと思います。例えば例を挙げ

ますと、現在の吉村山形県知事が、公約された

ことを実現するために就任してすぐ着手された

のが総合計画の見直しということで、県のです

ね、ございましたので、こういうやり方あると

思います。 

 したがって、例えば我々、４年の任期ですか

ら、４年をもう８年間に区切って総合計画を練

り直すというやり方もあるんでしょうけれども、

私としては、やはり総合計画というのは議会の

承認を得て、市民の皆様からいただいたものな

ので、それは方針に従ってやっていくと。自分

のマニフェストといいますか、それはそれで議

会のご同意をいただいて進めていくという考え

方で、10年計画というふうにしております。以

上でございます。 

○５番 小関秀一議員 以上で終わります。 

 

 

 大道寺 信議員の質問 

 

 

○蒲生光男議長 次に、順位７番、議席番号８番、

大道寺 信議員。 

  （８番大道寺 信議員登壇） 

○８番 大道寺 信議員 おはようございます。 

 本定例会に当たり、通告してあります２点に

ついて質問いたします。 

 なお、７日の他の議員との質問内容と大分重

複しますけれども、ご理解をいただいて、ご答

弁をお願いしたいと思います。 

 まず、第１点目は、雇用問題と今後の対応に

ついてであります。 

 日本経済は、建設業などで震災復興需要の増

加等による好調な産業があるものの、長期間に

わたる円高や国際的な競争激化等の影響により、

電機産業を中心に厳しい状況にあるなど、全体

として依然低迷をしております。特に厳しい電

機産業では、半導体大手のルネサスエレクトロ

ニクスや家電メーカー大手のシャープなどで大

幅な構造改革によるリストラが計画されるなど、

上場企業約50社で約２万人に及ぶ人員整理が打




